
 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

  

※8月は、月例会お休み。１１月は、講師の先生急病のため休会しました。 
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私は、生まれて半年もしないうちに安倍家から岸家

に養子にでたので、そのことを私自身は知りませんで

した。養子だということを知ったのは、高校生になっ

てから。留学を考えていたときに戸籍をとったところ、

「養子」となっていてびっくりしたわけなんですね。 

 後方の掛け軸（右下）の文言は、「至誠にして動か

ざるものは、いまだこれ有らざるなり」（至誠而不動

者未之有也）であります。中国の孟子の言葉だが、吉

田松陰が好きだった言葉でもある。その意味は、「誠

を尽くして人に接すれば、心を動かさないものはこの

世にない。まごころを十分に発揮しようと思い努力す

ることこそが人の道である」と説いた言葉です。私は、

就職のときに祖父・岸信介にもらったこの言葉のまま

に生きてきたと思っています。会社で担当した部署

は、食料の関係の、特に、米や小麦を扱っているとこ

ろでした。上司からは、「儲けることよりも、日本の

国民のことをまず考えろ。食糧を安定供給すること

が、お前の仕事だ」と言われていました。 

会社の仕事でベトナムに派遣されたことがありま

した。当時のベトナムは、貧しいけれども、活気にあ

ふれていました。「日本を目標にしています」などと

もいわれましたが、これは、うかうかしていると、日

本は目標どころか、追い抜かれてしまうぞ！ と、危機

感を抱きました。そこからですね、政治家になって日

本を元気にしなければ、と思いだしたのは。 

 私の現在の選挙区は、山口２区。山口県の東側の地

域にあたります。瀬戸内海に面したコンビナートのあ

る地域を中心に、岩国市などがあります。岩国には米

軍基地があって騒音がうるさいし、迷惑であることは

か？」の答えの１位が日本

でした。フィリピンだけは

アメリカが１位でしたが、

２位は日本でした。それく

らい信頼されている。集団

的自衛権についても、日本

が侵略戦争をはじめるな

どという疑念をもってい

る国はまったくない。むし

ろ日本がアジアの平和を

守ってくれるのではない

か、という期待感があるの

です。中国の横暴な態度

に、各国は懸念をもってい

て、日本への期待は高まっ

ているのです。 

確かです。しかし、米軍とは、うまくつきあっていま

す。岩国基地では、米軍のオスプレイの訓練を月に３

～４日行うようにしていますが、これだけでも普天間

の負担はかなり軽減できていると思います。米軍基地

のある地域を地盤としている議員達と集まって、沖縄

の負担軽減についてよく話をしています。菅官房長官

も岩国基地を視察にきたことがあり、非常に関心を持

っておられます。 

 憲法改正は、第一に考えています。祖父の岸信介も

ずっとそのことを考えていましたが、日本がほんとの

独立国になるためには、これは本気で考えていかなけ

ればならないことです。 

 今回の安保法案に関しては、戦争に巻き込まれてし

まう、とか、徴兵制がはじまる、などと誤解をしてい

る人が多くて、とても残念です。戦争に向かっていく

のではない。平和を守るために必要な法案なのだとい

うことを、地元でもよく説明しています。しっかりと

話せば、皆さん分かってくださいます。 

 安保法案の議論が深まらなかったひとつの理由は、

民主党議員の意見がまとまっていなかったことにあり

ます。民主党の中には、集団的自衛権に賛成の人と反

対の人がいたため、深い議論ができなかったのです。 

私は、防衛省の政務次官もやり、２年前には外務省

の副大臣もやりました。日本の安全保障の最前線にい

たわけです。日本の平和を維持するためには、外交力

も軍事力も両方必要です。この間、海外にも多くいき

ました。特にアジア諸国に行くと、日本は想像以上に

信頼されていることを感じます。ASEAN７か国で行っ

た調査によると、「世界で最も信頼できる国はどこ

 １０月  会長代行御就任私記念講話──私の政治信念・国政報告ほか──平成２７年１０月２９日（木） 

 

▲  岸信介元総理の直筆
の掛軸。 
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 ５月  沖縄情勢に関する報告！              平成２７年５月２９日（金） 

 

本国民の中に深く浸透しており、今後も決して変わること

はない。各国と協力して世界の平和と安定及び繁栄にこれ

まで以上に積極的に貢献していく。 

 わが国の外交の３本柱は、①日米同盟の強化、②近隣諸国

との関係強化、①経済外交である。①は日本外交の基軸であ

る。アジア太平洋重視政策をとるオバマ政権と連携し、今後

も、日米同盟をあらゆる分野で強化していく。普天間飛行場

の移設を始め、在日米軍再編を現行の日米合意 に従って進

め、沖縄を始めとする地元の負担軽減に取り組む。②は環境

を安定化する上での基礎である。日中関係は最も重要な二国

間関係の１つ。北京で行われた APEC での首脳・外相会談

では、「戦略的互恵関係」の原点に立ち戻り、関係を改善さ

せる第一歩となった。韓国は、最も重要な隣国だ。国交正常

化５０周年の今年、引き続き、様々なレベルで意思疎通を積

み重ね、未来志向で重層的な日韓関係を双方の努力により構

築すべく取り組む。③開放的でルールに基づいた国際経済シ

ステムの拡大が、世界経済の発展と日本の経済的繁栄にとっ

て極めて重要。成長戦略の柱の一つとして、ＴＰＰを始めと

する各種経済連携協定の交渉にも取り組んでいる。 

 安倍総理大臣と岸田外務大臣は積極的な外国訪問を行

っている。この結果、国際社会における日本の存在感が着

実に高まり、安倍総理大臣と各国首脳、岸田外 務大臣と

各国外相との個人的協力関係も深まっている。安倍政権の

発足以来、安倍総理大臣は、５４か国・地域を訪問し、２

５２回首脳会談を行った。岸田外務 大臣は３５か国・地

域を訪問し、１７８ 回外相会談を行っている（２０１５ 

年１月３１日時点）。 

 東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）諸国における対日世

論調査では、アジアの発展に対する日本の積極的役割を９

２％が評価し、日本の国際貢献の特に経済的 側面への高

い評価と期待が示された。英国ＢＢＣ は毎年「各国が世

界に与える影響」に関する国際世論調査を実施しており、

日本は調査結果の中で、例年世界に肯定的な影響を与えて

いる国の上位に位置してい る。 

 平成２７年版外交青書は、昨年 1年間を記述対象期間と

している。今年は第一章の１として「戦後７０年──平和国

家としての歩み」という項を特別に追加して、詳しく説明。

また、写真を大きくするなど分かりやすい青書をめざした。 

 最近「積極的平和主義」という言葉だけが独り歩きして

いる。これだけ切り取ると、自衛隊派遣などに重点がある

かのようであるが、そうではない。「国際協 調主義に基づ

く積極的平和主義」なのであって、平和に積極的に貢献す

る姿をイメージしており、このことは国際社会に認識され

てきている。この７０年間の平和国家としての歩みは、日

 ４月  ４月７日に閣議決定された『外交青書』の主要点の解説      平成２７年４月２３日（木） 

 

 翁長知事は辺野古移設に反対を唱えて当選し、「これは県民

の総意」と言っているが、決してそうではない。沖縄県知事選

において、基地移設反対派の翁長氏 と喜納氏の合計得票数は

３６万８６４１票（５２．７３％）で、容認派の仲井真氏と下

地氏の合計得票数は３３万８３８１票（４７．２７％）。得票

数は実は拮抗しており、「県民の総意」とは言えない。 

 移設反対派の主張には、欠落していることがある。まず普天

間基地の危険性除去についての対案がない。あの危険な状況を

放置していて良いわけがない。また、東シナ海の安全保障環境

の劇的な変化について触れない。県土を守り漁業者の安全を守

るためにも、国と共同してあたることは重要課題であるはず

だ。ま た、県議会事務局は、基地がなくなれば９１５５.５億

の経済効果があるといっている。しかし、軍用地料（地代）が

なくなり、土地の供給過剰による 地価暴落も避けられない上、

振興資金による土木建設事業も減少することを考え合わせる

と、とんでもない予測だといえる。逆に、米軍からの土地返還

に対して、継続使用を自治体側がお願いしてきた歴史がある。

いわゆる「象の檻」返還時にも、返還反対運動が起きた。 

 沖縄では問題が山積している。ジニ係数が０．３３９と全

国一であり、貧富の差が大きい。非正規雇用者の割合が２０

１１年に４０.８％、３５歳未満では ４６.６％でこれも全国

一である。子育て世代の半数が年収３３４万円未満であり、

母子家庭の８割が年収１５５万円未満という状況だ。子育て

世代への支援も 日本一貧弱である。こうした現状を放置し

て、沖縄の翁長県知事は「仕事の８、９割は基地問題」など

と公言している。こんなことでいいのだろうか。県民の福 祉

政策、経済政策にもっと力を注ぐべきである。 
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 ６月  アベノミクスとリスク・オン経済！      平成２７年６月３０日（火） 

過剰からデフレの心配がでてきた。しかし現実にデフレになっ

たのは日本だけだった。契機となったのが、リーマンショック

だ。当時、日本では経済学者が、金融緩和は効かない、もし行

なえば出口戦略がたいへんだ、などと騒ぎ立てた。欧米では大

胆な金融緩和を行ったのに、日銀の金融緩和は小規模なものに

とどまった。その結果どうなったか？ 実力とかけ離れた円高

を招いた。工場が国内から消えていき、仕事もなくなった。Ｇ

ＤＰも減少率は４１．２％と大きなものであった。 

 一年半前に安倍首相がアベノミクスを発表したとき、多

くの学者はプラシーボにすぎないといった。実際には実質

ＧＤＰは累積２．４％成長、株価は＋１０４％となった。

有効求人倍率は２３年ぶりの高水準となり、賃金の平均月

額は過去１５年で最高水準となっている。 

 日本に必要なのは６重苦からの脱却である。①超円高、

②法人税の実効税率の高さ、③自由貿易協定の遅れ、④電

力価格問題、⑤労働規制の厳しさ、⑥環境規制の厳しさ、

である。アベノミクスでは、①は着手済み、②③は進行中、

そして④～⑥は手つかずのままである。手つかずの部分の

解決が今後の日本の成長戦略には欠かせない。 

 リスク・オン経済とは、リスクをとりながらもハイリタ

ーンな金融商品にマネーが動く経済のこと。ベルリンの壁

が崩壊し、社会主義の呪縛が取り除かれて以降、リスク・

オン経済の時代となり、金融資産がどんどん増えている。

１９８０年に、 世界の金融資産残高はＧＤＰの１．１倍

だったのが、２０１０年には、３．４倍にまでなった。金

余りの状態である。その結果、発展途上国に金が流れるよ

うになり、途上国の発展を支えている。 

 ベルリンの壁崩壊以前は先進国が世界の生産のほとん

どを行っており、慢性的供給不足だったので、デフレの心配

はなかった。ところが途上国が盛んに生産をはじめると、供給

 ７月  十年目を迎えた自衛隊の統合運用体制！        平成２７年７月２７日（月） 

 

 

 

 陸海空の統合運用が行なえるようになったのは、統合幕僚

長が誕生した平成１８年からである。私がその初代統合幕僚

長となった。自衛隊発足から実に５０年。これまでも統合幕

僚会議議長というポストはあったが、調整役にすぎず、陸海

空、それぞれ別々の運用体制であった。 

 統合幕僚長実現に大きく後押ししたのが、中国の海洋進出

に対する危機意識である。陸海空を統合しなければ東シナ海

を守れないと多くの人が感じていたからだ。 

 日中の境界に対する見解は異なっている。日中の両方が

「自国の海域」と主張している領域が存在してしまっている

わけだ。平成２５年には、突然中国が、尖閣諸島、沖縄県石

垣市上空を含む東シナ海の空域に防空識別圏を設定したと

発表した。これは日本の防空識別圏と重なる部分がある。こ

の空域に中国機が度々侵入してくるため、スクランブルが増

えた。去年は９４３回もスクランブルがあったが、これは３

０年前に９４４回あったときに次ぐ回数であり、この半数が

中国機で、残りの半分がロシアである。 

 統合幕僚長のポストができたことにより、日米のカウンタ

ーパートが定まった。統合幕僚長の平時のカウンターパート

は、横田にある在日米軍司令部の指令、有事のカウンターパ

ートは、ハワイにある米国太平洋司令部の指令である。カウ

ンターパートが曖昧だったときと比べて、日米の協力関係が

格段に高まった。幕僚間同士がテレビ電話で頻繁に意見交換

するようになっている。 

  



 

 
5 

大櫛陽一先生 

東海大学名誉教授 

ペマ・ギャルポ先生 
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 ９月  日本を取り巻く国際情勢を分析する  ─米・中・印の動向─ 平成２７年９月１８日（金） 

 １２月  世界から孤立している日本の診療ガイドライン    平成２７年１２月２２日（火） 

日本における高血圧・コレステロール・中性脂肪の基準は、

すべて欧米と比較して大きく違っている。つまり、病気でな

い人間まで余分な薬を投与され、無駄な医療費を費やしてい

るのだ。 

まず、高血圧について、2013 年のアメリカの基準で６０

歳では１５０mmHg までは正常だが、日本では１４０

mmHg 以上は全て高血圧と判定され、降圧剤を投与されて

いる。降圧剤投与は、脳梗塞のリスクがあり、血圧が２０以

上下がると死亡率は５，６年で最大１０倍に上昇する。そも

そも年齢に応じて血圧が上がるのが自然で、食生活の改善に

より日本人の血圧はさがって来ているのに、高血圧の患者数

が増えているというのはおかしい。 

コレステロールについては、ここ１０年で高コレステロー

ルは健康に影響ない、というのが通説になり、低コレステロ

ールの方がかえって鬱病や脳卒中になりやすく、コレステロ

ール低下薬にも副作用がある。卵の過剰摂取についても影響

ないことがわかった。2015 年にアメリカが摂取制限を撤廃

したのを受け、日本もコレステロール摂取制限を廃止した。 

メタボについて、日本の測定基準は臍の位置だが、女性の

臍の位置は骨盤にかかり、意味がない。国際基準はろっ骨と

骨盤の間の骨のないところである。さらに、日本の基準は男

85cm、女 90cm だが、女性の方が大きな値になっているの

は日本だけだ。また、85cm は国際基準で平均値にあり、日

本人男性の半分はメタボと診断される。体脂肪率も欧米の 30

に対し、日本は 21.1 である。つまり、平成２０年に開始さ

れた特定健診は、病人でない人間まで病気にしてしまい、健

康不安をあおり、医療費をかえって上昇させているものだ。 

日本は、ＡＳＥＡＮやＳＡＡＲＣなどアジアの機構に加盟

しておらず、ＡＰＥCでも中国の影響が増している。中国人

には、一度中国の影響下に入った地域は中国の領土、とみな

す民族性が連綿と続いており、尖閣諸島に固執するのもその

ためだ。私の生まれたチベットはじめ、内モンゴル、東トル

キスタン、ウイグルは武力で制圧され、経済的発展した今、

武力による海洋進出を進めている。もはやアメリカも、こう

した中国の動きに一国だけで対抗しようとは考えない。そこ

で、日本がすべきことは、インドとの関係強化である。イン

ドとは敵対関係にあったことは一度もなく、古くはパール判

事やチャンドラボーズなどもおり、今のモディ政権も親日的

だ。そしてインドも中国との間に領土問題を抱えている。最

近では親中派で有名なキッシンジャーすら「日印が協力して

中国の行動を封じ込めるべきだ」などと発言している。イン

ドの発展スピードは中国より今は緩やかかもしれないが、パ

キスタンと違って軍事クーデターは起きておらず、政治的に

は安定している。人口ピラミッドを見ても、若年層が最も多

い正三角形型で、今後少子高齢化になるであろう中国とはそ

の点でも違う。安倍総理が、インドとの関係強化を図ってい

ることは、高く評価したい。 

 日本の国土は狭いかもしれないが、領海は世界１２位であ

る。これまでは、領海防衛に対する意識が低かった。これか

らは、地球的視野に立って物事を見なければならない。安保

法制も、一国だけで自国を防衛しようとするのは今の軍事情

勢では不可能に近いから必要なのである。最後になるが、私

が日本に亡命する際にビザ発給の仲介の労を取って下さっ

た創立会長・岸信介先生に感謝の意を表したい。 
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半田晴久 理事長  

岸 信夫会長代行 

衆議院議員・ 

衆議院外務委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 １月  新春懇親会 ～安倍内閣で日本躍進を！～             平成２８年１月１９日（火） 

 皆様、新年あけましておめでとうございます。今年は１月

４日から国会が開会いたしまして、冒頭、議長から外務委

員長の職を拝命いたしました。大変な重職で、身の引き締

まる思いをしておりますけれども、何といっても我が国を

とりまく周辺環境も大変緊迫した状況になっておるわけで

あります。そうした中で、外交について立法府において議

論をしていく、こういう場を司る者として、国益を増進す

るために、頑張ってまいりたいと思っておるところでござ

います。昨年も激動する一年でした。国会のことで申し上

げれば、９５日間という異例の長期の延長を経て、平和安

全法制というものが成立をしたわけでございます。国際社

会の中でいかに貢献していくか、そして我が国の安全、安

心、安定につなげていくか、ということで、たいへん重要な

法整備だったと思います。安倍政権のひとつの大きな成果

でありますし、諸外国、特に東南アジアの国々から、高い

評価を得ております。これはやはり戦後７０年という長い歴

史において我が国が復興し、そして国際社会に対して貢献

をしていく、とくにＯＤＡ等を通じてアジアの国々の発展

を促していった。その中で、信頼関係が醸成されて行った。

その賜物であろうと思っているわけであります。昨年から

引き続いてＩＳによるテロが世界各地で多発しておりま

す。イランとサウジの国交断絶。あるいは北朝鮮の核実験

と、続いたわけであります。それに加えて我が国の抱える

外交上の諸問題、例えば拉致問題、ＴＰＰなどもあり、そ

ういう意味では、今年も大変重要な年になると考えており、

しっかり日本のために働いてまいりたいと思っているところ

であります。当会の皆様におかれましても、平素より我が国

の将来のために様々な取り組みをしていただいております

ことに、心より感謝を申し上げる次第であります。（拍手） 

 

 皆様、あけましておめでとうございます。明治天皇の御

製に「絶えたりと おもふ道にも いつしかと しをりす

る人 あらはれにけり」があります。この道が絶えて廃れ

るかと思ったら、いつの間にかその道をつないでいく人が

現れるという意味です。吉田茂、岸信介先生が、あのとき

あの人たちでなければ決断できなかったんじゃないか、と

いうことをやった。日露戦争の時は、児玉源太郎、東郷平

八郎、乃木大将、秋山兄弟がでて戦争に勝った。その人た

ちの決断の偉大さを、痛感いたします。安倍晋三さんも、

舵取りの難しい時代の首相として現れて、国を支えていく

んだと思います。あと少なくとも５年は首相でいてほしい。

アベノミクスとか安保法制も、一つ一つ確実に決めていく

には必要なことばかりです。 

 天皇陛下が平けく安けく国を思う時に、祈りの空に歴代

の天皇、その後ろに伊勢神宮、その他の神々に守られる。

それが天運を授かるということ。そういう首相や大臣が、

私の心をなくして公の心で国のためにと思ったら、神々が

応援する。それは文天祥の『正気の歌』。「天地は物事を正

そうとする気に充ちている。動乱の時はそれを平穏にし、

平和な時代にして行こうという働きが出てくる」。日本でも

世界でもそうやって歴史は繰り返されている。 

 私は、岸信介先生が生きていたら、いまどうなさるだろ

うかと、吉田茂はどうするかな。民間に岸先生がおられた

らどうなさるだろう。いつも私はそう考えております。そ

の立場を貫いていきます。その一つが、公益財団法人協和

協会、時代を刷新する会ですので、皆さんの活発な議論を

今年もよろしくお願いします。私は６５歳になりますけれ

ども、８５までは２０年ありますので、まだまだ支えて行

きたいと思います。ありがとうございます。（拍手） 
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馬渕睦夫先生 

 

元ウクライナ・キュー

バ・モルドバ大使 

渥美和彦先生 

医学博士、東大名誉教授、

心臓外科手術の権威、 

日本統合医療学会理事長 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ２月  これからの医療と健康！                  平成２８年２月２４日（水） 

 ３月  ウクライナ危機に始まる米露対立と日本の対応        平成２８年３月２９日（火） 

 ウクライナ危機は、実は、ネオコンによるプー

チン潰しにあったと考えている。クリミア侵攻は、

もちろん国際法上問題があるが、クリミアはもと

もとロシア人が血を流して手に入れた土地で、フ

ルシチョフ時代に行政区分として便宜上ウクライ

ナに組み入れた地域である。マレーシア機撃墜の

真犯人はロシアでない、ということも分かってい

る（オランダ政府の調査）。ネオコンは、グローバ

リズム＝社会主義者＝リベラリストである。これ

に対するのが、ナショナリズムであって、プーチ

ンの立ち位置はこちらである。ネオコンは、プー

チンを潰して、ロシアをグローバリズム化したい

（国際金融資本や多国籍企業による支配）。これ

は、アメリカの国益に資する。 

 プーチン大統領は、ロシアを天然資源輸出型国

家から、ハイテク産業国家へ転換することにより、

国民経済とグローバル市場化とを両立させようと

考えている。すなわちグローバリズムをロシアの

伝統的価値観に合うように土着化していきたいの

だ。この「グローバリズムの土着化」は日本が明

治維新以来行ってきたこと。ハイテク技術も、日

本の得意とするところ。そこでプーチンは日本の

協力を大いに期待している。 

 今年プーチン訪日時が、北方領土返還実現のチ

ャンスだ。ロシアのハイテク産業国家への転換の

ため日本の官民による協力することと引き換えに

四島返還を取引すべきである（２島＋αではだ

め）。ただ金だけ出して、四島返還を求めるのはよ

くないやり方である。 

 アメリカとしてもこれ以上ロシアを追い込むこ

とは望んでいない。核戦争の危険が高まるからだ。 

 

 

ば、大地震・大津波の発生に備えて、地域ごとの

高台に防災センターを設ける。これは、東京近郊

であれば、ゴルフ場などを活用する形でもよい。

行政は、平時から地域住民に対し避難訓練を行う

とともに、災害によってライフラインが寸断され

ても、避難住民を受け入れられるだけの医療器具

や水、食料などを備蓄し、非常時に対応できるだ

けの医療関係者も確保しておく。平時は、地域予

防ケアセンターとして、高齢者の医療情報を蓄積

し、また、センサーを取り付けるなどして緊急事

態が起きたらいつでも駆けつけられるようにして

おけば、孤独死を防ぐこともできる。ロボットに

頼り切るには、コストの面から見て時期尚早であ

る。高齢者も、普段から運動を心がけるなど、衣

食住を充実させ、病気を寄せ付けない心がけが、

長寿の秘訣である。 

 東日本大震災から１ヵ月後の石巻を訪れ、電気

が寸断されて医療機器が機能しない様子を見て、

医療に対する考え方が変わった。未来の医療は、

①文明の歴史に学ぶ、②限りある資源をどう活用

するか、③科学技術の活用の３つの視点から考え

ていくべきだ。そして、治療から予防へとシフト

していくべきだ。災害時医療対策としては、例え
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〔岸信夫先生御略歴〕  

 平成２７年４月１日付にて、当財団の６代目会長代行・代表理事に就任。当財団の創立会長・岸信介総理は

御祖父であり、安倍晋三総理は御実兄。 

 岸信介先生も、御出生時は佐藤家であったが、のちに、ゆかりの深い岸家を相続された。同様に、岸信夫先生

は、御出生時は安倍家であったが、母方の岸家を相続された。佐藤栄作総理は大伯父にあたる。即ち、岸信夫

先生は、血縁・戸籍上ともに、岸信介総理の直系の御孫である。そうした御血統からも、当財団の会長代行就

任は、誠に正統といえる。 

 その御経歴は、１９５９年（昭和３４年）４月１日生まれ。長じて慶應義塾大学経済学部を卒業され（昭和５６

年）、住友商事に入社し、アメリカ、ベトナム、オーストラリア等に勤務。平成１４年退社して、政治家の道を志し、

平成１６年７月の参議院通常選挙に出馬して初当選。平成２２年７月の通常選挙にも再選を果たす。福田改造

内閣・麻生内閣において、防衛政務官を務める。 

 そして、平成２４年１１月１６日の衆議院解散を受けて、同３０日、参議院議員を辞職して、山口２区から衆議院

選挙に出馬し、民主党候補を破って見事当選し、衆議院議員。翌平成２５年９月の安倍晋三内閣で外務副大

臣。次いで、平成２６年１２月の衆議院解散による総選挙でも再選を果たす。そして、衆議院議院運営委員会

理事・自民党国会対策副委員長として、先の「安保国会」で尽力。平成２８年１月に衆議院外務委員長に就任

し、現在に至る。 

  


